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持分法に関する会計基準（案）のコメント 

 

連結財務諸表原則から「持分法に関する会計基準」を区分したとのことですが、連結財務

諸表を作成するときにのみ持分法を適用する、考え方は変わりないようです。 

 

金融商品の会計基準に「子会社および関連会社」の株式の評価では、取得原価を原則とし

著しく時価が著しく下落した場合に相当の減額をなすとしている。これは非常にあいまい

な規定である。 

 

巷間伝わっているように、三洋電機の子会社株式の評価損が有価証券報告書の虚偽記載に

当たるとのことですが、かなり無理があるように思える。連結決算では適正で、個別財務

諸表では虚偽記載しており課徴金を課すと・・・  

 

企業側には意図的なものは感じられない。企業が的確に会計処理できないのは、現行の金

融商品の会計基準が曖昧だからではないでしょうか。 

 

連結財務諸表と個別財務諸表との評価原則を首尾一貫させ、判りやすく持分法の適用を個

別財務諸表にも適用できるようにすべきではないでしょうか。 

 

関連会社のみの場合、持分法の注記というのも、個別・連結で会計基準が首尾一貫してい

ないというのはおかしい。 
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